
和歌山県農林家民泊施設情報公開事務手続 
（趣旨） 
第１条  この規定は、和歌山県農家民泊施設等認定要綱（平成１８年５月２５日制定、   
以下「要綱」という。）に基づき認定された農林家民泊施設に関する情報を全国に広く 
発信し、その利用者の拡大を図るため、和歌山県ホームページへの農家民泊施設や、 
県の認定を受けた農林家民泊施設が加盟又は構成員となっている団体の情報掲載に関し

て必要な事項を定める。 
 
（定義） 
第２条 この規定において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の右欄に定

めるとおりとする。 

用  語 定     義 

施 設 要綱に基づき認定を受けた農林家民泊施設 

経営者 要綱に基づき認定を受けた農林家民泊施設の経営者 

団 体 要綱に基づき認定を受けた農林家民泊施設が加盟又は構成員となっている団体 

 
（ホームページ掲載対象となる情報） 
第３条 和歌山県ホームページに掲載すべき情報は、次に掲げる事項とする。 
（１） 施設の名称 
（２） 施設及び団体の所在地 
（３） 施設の区分（農業又は林業） 
（４） 施設及び団体が提供する農林業体験メニュー 
（５） 宿泊情報（受入期間、宿泊料金） 
（６） 問い合わせ電話番号 
（７） 施設までのアクセス方法 
（８） 駐車場の有無、駐車可能台数 
（９） 施設の写真は３～４枚、団体の写真は 1 枚 
（１０）その他 経営者が掲載を希望するＦＡＸ番号、Ｅメールアドレス、 

ＨＰアドレス、経営者の写真、団体のホームページ情報。 
 
（掲載の申出） 
第４条  和歌山県ホームページに農林家民泊施設情報の掲載を希望する経営者及び団体 
代表者（以下「申出者」という。）は、申出書（別記第１号様式）及び関係書類（別記 
第２号様式）を作成し、市町村を経由して、県に提出するものとする。 



   
（申出書の受理） 
第５条  申出書を提出できる要件は、次のとおりとする。 
（１）  要綱に基づき認定された施設であること。 
（２）  旅館業営業許可を取得した施設であること。 
（３）  経営者本人からの申出であること。 
（４） 団体にあっては、地域内の農林家民泊等の情報提供を目的とし、県の認定を受けた

農林家民泊施設が加盟又は構成員であることが確認できる団体であること。 
２  県は、前条に定める申出書の提出があったときは、内容を審査するとともに、同条１項

に該当すると認めた場合は、申出書を受理し、申出者にその旨を通知するものとする。 
３  県は、申出のあった施設等に関して、必要に応じて調査を行うことができる。 
 
（情報の公開） 
第６条 県は、申請書を受理した場合は、速やかに、農林家民泊施設情報を和歌山県ホーム

ページに掲載するものとする。ただし、公開する情報は必要に応じて、県が制限すること

ができる。 
 
（情報の変更） 
第７条  申出者は、当該施設に関する情報に変更等が生じた場合は、速やかに、変更申出書

（別記第４号様式）及び関係書類（別記第２号様式）により県に提出するものとする。 
２  県は、前項の変更申出書を受理した場合は、和歌山県ホームページへの掲載事項を変更

するものとする。 
 
（掲載の辞退） 
第８条  申出者は、農林家民泊施設等情報の掲載を辞退したい場合は、県に辞退届（別記第

５号様式）を提出するものとする。 
 
（申出者の責務） 
第９条  申出者は、公開した農林家民泊施設等情報に関する問い合わせがあった場合は、 

善良なる対応に努めるものとする。 
２  申出者は、公開した農林家民泊施設等情報に関する苦情や問題等が生じた場合、県に速

やかに報告するとともに、申出者自らが改善措置を講ずるものとする。 
３  掲載内容について、県に苦情や問い合わせがあった場合は、申出者が対処するものとす

る。 
 
（収集情報の安全確保） 
第１０条  県は、第４条の規定に基づき申出者から提供のあった情報のうち、非公開に相当

する個人情報の漏えいの防止、その他個人情報の適切な管理に努めるものとする。 



 
（情報公開の取消し） 
第１１条  県は、次に掲げる場合、公開を取り消すことができる。 
  （１）  農林家民泊施設の経営を中止した場合 
  （２）  申出者が要綱に基づき認定を取り消された場合 
  （３）  申出者が第４条に基づき申出た内容に虚偽があった場合 
  （４）  第９条に規定する申出者の責務を果たしていない場合 
 
（その他） 
第１２条  この規定に定めるもののほか、本事業に必要な事項については別に定めるこ   
とができる。 

   
   附 則 

 この事務手続きは、平成２０年３月１９日から適用する。 

   附 則 
この事務手続きは、平成２８年６月２日から施行する。 

   附 則 
この事務手続きは、平成２８年８月３日から施行する。 

   附 則 
この事務手続きは、平成２９年８月２４日から施行する。 

   附 則 
この事務手続きは、令和３年４月１日から施行する。 

 
 
 
  


